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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第45期
第２四半期
累計期間

第44期

会計期間

自平成31年
　１月１日
至令和元年
　６月30日

自平成30年
　１月１日
至平成30年
　12月31日

売上高 （千円） 673,721 1,518,630

経常損失（△） （千円） △124,766 △290,881

四半期（当期）純損失（△） （千円） △97,185 △290,825

持分法を適用した場合の投資利益 （千円） － －

資本金 （千円） 80,000 80,000

発行済株式総数 （千株） 16,143 16,143

純資産額 （千円） △153,286 △55,430

総資産額 （千円） 2,167,983 2,454,145

１株当たり四半期（当期）純損益

金額（△は損失）
（円） △6.02 △18.02

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － －

１株当たり配当額 （円） － －

自己資本比率 （％） △7.1 △2.3

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） △181,308 －

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） 363,674 －

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） △200,179 －

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（千円） 24,380 －

 

回次
第45期
第２四半期
会計期間

会計期間

自平成31年
　４月１日
至令和元年
　６月30日

１株当たり四半期純損益金額

（△は損失）
（円） △7.93

　（注）１．当社は、平成31年３月28日付で、連結子会社でありました株式会社倉元マシナリーの全株式を譲渡したこと

により連結子会社が存在しなくなったことに伴い、第45期第１四半期累計（会計）期間から四半期財務諸表

を作成しているため、第45期第２四半期累計（会計）期間及び第44期は提出会社個別の経営指標等を記載し

ております。

２．売上高には、消費税及び地方消費税（以下「消費税等」という。）は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、１株当たり四半期（当期）純損失金額で

あり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２【事業の内容】

　当第２四半期累計期間における、各セグメントに係る主な事業内容の変更と主要な関係会社の異動は、概ね次のと

おりであります。

＜基板事業＞

　主な事業内容及び主要な関係会社の異動はありません。なお、従来ガラス基板事業としておりましたが、事業領域

がガラス基板以外にも拡大しているため、基板事業に名称を変更しております。

＜産業用機械事業＞

　産業用機械事業を営む株式会社倉元マシナリーの全株式を平成31年３月28日に譲渡したため、産業用機械事業から

撤退いたしました。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当社は、前事業年度までに５期連続で営業損失、経常損失、当期純損失を計上しております。

　前事業年度までに三重工場の閉鎖、人員の合理化、外注業務の内製化等によるコスト削減を推し進めるとともに、

新商品開発事業の売却による損失の最小化、三重工場及び桃生工場等の遊休資産売却による借入債務の圧縮を実行い

たしました。また、平成31年３月28日に連結子会社であった株式会社倉元マシナリーの全株式及び同社に対する債権

を売却し、借入金の圧縮と一定の資金を確保しております。しかし、当第２四半期累計期間においては、コスト削減

等の効果は現れてはいるものの、売上高が低調に推移したため、営業損失90百万円、経常損失124百万円、四半期純

損失97百万円を計上するに至っております。また、自己資本は153百万円の債務超過となり依然として厳しい状況で

推移しております。

　そのような状況を受け、当社は、令和元年６月末から令和元年８月末までの借入金の返済を猶予することについて

全取引金融機関から同意を得ておりますが、取引金融機関によって期限の利益の確保が短期にとどまっている状況が

継続しております。これらにより、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しております。

　そこで、当社は当該状況を解消し、早期の収益構造の改善を推進するため、以下の諸施策を実施しております。

①既存の基板事業については、顧客ニーズを深耕するための営業活動を強化するとともに、受注拡大に向けた試作

開発を行い、売上の増加に繋げてまいります。

②新たな収益源の確保を目的に既存事業の拡大を図りながら、既存技術・設備を活用した新規ビジネスを展開して

まいります。また、中期的には当社保有技術を応用拡張し、その有効利用に資源を集中させ、新たなビジネスに

挑んでまいります。さらに、長期的には他分野での事業展開を行う上でのパートナーとの協調も視野に入れる

等、より広い分野での検討を進めてまいります。

③徹底した製造工程分析を更に推し進め、変動費を一層削減してまいります。また、管理業務の効率化を図り固定

費削減・コスト管理の強化をしてまいります。さらに、事業規模に応じた経営の効率化を図るため組織体制及び

人員配置の見直しを機動的に実施してまいります。

④生産拠点での生産効率の向上やコスト削減を図るため、固定資産の有効活用に注力してまいります。設備投資に

ついては投資後も減価償却、保全、改良等が必要となるため、初期投資以外の設備維持のための財務的な負担も

考慮し、自社の設備保全に要するコストを削減しながら設備寿命を延ばし、結果として設備稼働の向上をさせる

方法を検討してまいります。

⑤事業規模に応じた効率的なコスト削減に取り組み、運転資金の安定的な確保・維持に向け、資金を最大限に活用

してまいります。取引金融機関からのご支援・ご協力により、現状においては厳しい事業環境を乗り越えるため

の資金繰りに支障はないと判断しております。なお、取引金融機関に対しては引き続きご支援をいただけるよう

協議を進めてまいります。

⑥資本・パートナー政策の検討を推し進め、経営再建を確たるものとしてまいります。

　しかし、これらの諸施策は実施途上であり、現時点で継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められます。
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２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（１）経営成績の状況

　当第２四半期累計期間（平成31年１月１日～令和元年６月30日）におけるわが国経済は、当面、一部に弱さが

残るものの、雇用・所得環境の改善が続くなかで、各種政策の効果もあって、緩やかな回復が続くことが期待さ

れる一方、通商問題の動向が世界経済に与える影響や、中国経済の先行き、海外経済の動向と政策に関する不確

実性、金融資本市場の変動の影響等によるリスクがある状況で推移いたしました。

　このような環境の中、経営改革施策によるコスト削減等の効果は現れてはいるものの、前年から引き続き受注

が低迷したことから売上は低調に推移いたしました。

　これらの結果、当第２四半期累計期間の売上高は673百万円に、営業損失は90百万円に、経常損失は124百万円

になりました。四半期純損失につきましては３月に子会社である株式会社倉元マシナリーの全株式及び同社に対

する債権の譲渡に伴う貸倒引当金の戻入があったものの、訴訟損失引当金繰入額の計上により、四半期純損失は

97百万円となりました。

　なお、当社は、本年３月に実施した子会社の全株式の譲渡に伴い、第１四半期累計期間から四半期財務諸表を

作成しておりますので、前年同四半期累計期間との比較分析は行っておりません。

 

（２）財政状態の分析

　当第２四半期会計期間末の総資産は、前事業年度末と比べて286百万円減少し、2,167百万円となりました。

　流動資産は、受取手形及び売掛金の増加などにより63百万円増の646百万円に、固定資産は、投資その他の資

産の減少などにより349百万円減の1,521百万円となりました。

　負債は、借入金の返済などにより188百万円減少し、2,321百万円となりました。

　純資産は、四半期純損失の計上に伴い利益剰余金の欠損が拡大したため、97百万円減少し、153百万円の債務

超過となりました。

 

（３）キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期会計期間末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は24百万円となり、前事業

年度末に比べ17百万円の減少となりました。

 

　当第２四半期累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果使用した資金は181百万円となりました。これは主に税引前四半期純損失を計上したこと及び

売上債権が増加したこと等によるものです。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果獲得した資金は363百万円となりました。これは主に関係会社投融資の売却による収入による

ものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果使用した資金は200百万円となりました。これは主に借入金の返済によるものです。

　なお、当第２四半期累計期間から四半期キャッシュ・フロー計算書を作成しておりますので、前年同四半期累

計期間との比較分析は行っておりません。

 

(４）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(５）研究開発活動

　該当事項はありません。

 

(６）重要事象等

　１［事業等のリスク]に記載しております。

 

３【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 33,700,000

計 33,700,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
（令和元年６月30日）

提出日現在発行数
（株）

（令和元年７月31日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 16,143,170 16,143,170

東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

単元株式数100株

計 16,143,170 16,143,170 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成31年１月１日～

令和元年６月30日
－ 16,143,170 － 80,000 － －
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（５）【大株主の状況】

  令和元年６月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自
己株式を除
く。）の総数に
対する所有株式
数の割合(％)

鈴木　聡 宮城県栗原市 1,308 8.11

有限会社クラモトＦ＆Ｆ 宮城県栗原市若柳字川北下袋東18番地 911 5.65

株式会社七十七銀行

（常任代理人　資産管理サービス信

託銀行株式会社）

仙台市青葉区中央３丁目３－20

（東京都中央区晴海１丁目８－12晴海アイラ

ンドトリトンスクエアオフィスタワーＺ棟）

315 1.95

マネックス証券株式会社 東京都港区赤坂１丁目12－32 182 1.13

福田　泰二 神奈川県秦野市 168 1.04

片桐　将晴 愛知県小牧市 158 0.98

あいおいニッセイ同和損害保険株式

会社

（常任代理人　日本マスタートラス

ト信託銀行株式会社）

東京都渋谷区恵比寿１丁目28番１号

（東京都港区浜松町２丁目11番３号）
120 0.74

ＢＮＹＭ　ＳＡ／ＮＶ　ＦＯＲ　Ｂ

ＮＹＭ　ＦＯＲ　ＢＮＹＭ　ＧＣ

Ｍ　ＣＬＩＥＮＴ　ＡＣＣＴＳ　

Ｍ　ＩＬＭ　ＦＥ

（常任代理人　株式会社三菱ＵＦＪ

銀行）

２　ＫＩＮＧ　ＥＤＷＡＲＤ　ＳＴＲＥＥ

Ｔ，　ＬＯＮＤＯＮ　ＥＣ１Ａ　１ＨＱ　Ｕ

ＮＩＴＥＤ　ＫＩＮＧＤＯＭ

（東京都千代田区丸の内２丁目７－１　決済

事業部）

107 0.67

ＧＯＬＤＭＡＮ　ＳＡＣＨＳ　ＩＮ

ＴＥＲＮＡＴＩＯＮＡＬ

（常任代理人　ゴールドマン・サッ

クス証券株式会社）

１３３　ＦＬＥＥＴ　ＳＴＲＥＥＴ　ＬＯＮ

ＤＯＮ　ＥＣ４Ａ　２ＢＢ　Ｕ．Ｋ．

（東京都港区六本木６丁目１０番１号　六本

木ヒルズ森タワー）

100 0.62

武山　勲 大分県大分市 100 0.62

計 － 3,472 21.51
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

令和元年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

 無議決権株式 － － －

 議決権制限株式（自己株式等） － － －

 議決権制限株式（その他） － － －

 完全議決権株式（自己株式等）
普通株式

800
－ －

 完全議決権株式（その他）
普通株式

16,136,700
161,367 －

 単元未満株式
普通株式

5,670
－ －

 発行済株式総数 16,143,170 － －

 総株主の議決権 － 161,367 －

（注）　「完全議決権株式（その他）」の欄の普通株式には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が800株

（議決権の数８個）含まれております。

 

②【自己株式等】

令和元年６月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有株

式数（株）

他人名義所有株

式数（株）

所有株式数の

合計（株）

発行済株式総数

に対する所有株

式数の割合

（％）

株式会社倉元製作所
宮城県栗原市若柳

武鎗字花水前1-1
800 － 800 0.01

計 ― 800 － 800 0.01

 （注）　上記のほか、株主名簿上は当社名義となっておりますが実質的に所有していない株式が100株（議決権

の数１個）あります。

なお、当該株式数は上記①「発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」の欄に含まれておりま

す。

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について
　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。

　また、前第２四半期累計期間（平成30年１月１日から平成30年６月30日まで）については四半期財務諸表を作成し

ていないため、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書に係る比較情報は記載しておりません。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期会計期間（平成31年４月１日から令和元

年６月30日まで）及び第２四半期累計期間（平成31年１月１日から令和元年６月30日まで）に係る四半期財務諸表に

ついて、監査法人アヴァンティアによる四半期レビューを受けております。

 

３．四半期連結財務諸表について
当社は、平成31年３月28日付で連結子会社でありました株式会社倉元マシナリーの全株式を譲渡したことにより連結

子会社が存在しなくなったため、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】

（１）【四半期貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前事業年度

(平成30年12月31日)
当第２四半期会計期間
(令和元年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 52,194 34,380

受取手形及び売掛金 ※２ 312,676 ※２ 412,692

商品及び製品 9,799 17,334

仕掛品 18,235 17,215

原材料及び貯蔵品 112,384 114,761

前払費用 14,852 16,922

その他 62,497 53,707

貸倒引当金 － △20,600

流動資産合計 582,641 646,414

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 463,466 442,493

構築物（純額） 13,670 19,540

機械及び装置（純額） 104,245 82,521

車両運搬具（純額） 0 0

工具、器具及び備品（純額） 3,518 2,644

土地 858,375 858,375

建設仮勘定 9,247 20,312

その他（純額） 600 255

有形固定資産合計 1,453,125 1,426,144

無形固定資産 66,343 64,809

投資その他の資産 ※３ 352,034 ※３ 30,614

固定資産合計 1,871,503 1,521,569

資産合計 2,454,145 2,167,983

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 ※２ 46,064 ※２ 30,235

短期借入金 2,087,498 1,887,498

未払金 76,328 81,391

未払費用 9,376 10,821

未払法人税等 4,569 2,819

訴訟損失引当金 － 20,000

その他 4,690 7,826

流動負債合計 2,228,527 2,040,591

固定負債   

長期借入金 267,341 267,341

退職給付引当金 13,707 13,336

固定負債合計 281,048 280,678

負債合計 2,509,575 2,321,269

純資産の部   

株主資本   

資本金 80,000 80,000

資本剰余金 158,755 158,755

利益剰余金 △290,825 △388,010

自己株式 △411 △411

株主資本合計 △52,480 △149,666

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △2,949 △3,620

評価・換算差額等合計 △2,949 △3,620

純資産合計 △55,430 △153,286

負債純資産合計 2,454,145 2,167,983
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（２）【四半期損益計算書】

【第２四半期累計期間】

 （単位：千円）

 
 当第２四半期累計期間
(自　平成31年１月１日
　至　令和元年６月30日)

売上高 673,721

売上原価 611,392

売上総利益 62,328

販売費及び一般管理費 ※ 152,547

営業損失（△） △90,218

営業外収益  

受取利息 188

受取配当金 119

不動産賃貸料 10,521

その他 749

営業外収益合計 11,579

営業外費用  

支払利息 31,326

支払手数料 13,374

その他 1,425

営業外費用合計 46,127

経常損失（△） △124,766

特別利益  

固定資産売却益 154

関係会社株式売却益 0

貸倒引当金戻入額 50,244

特別利益合計 50,399

特別損失  

訴訟損失引当金繰入額 20,000

特別損失合計 20,000

税引前四半期純損失（△） △94,366

法人税、住民税及び事業税 2,819

法人税等合計 2,819

四半期純損失（△） △97,185
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】

 （単位：千円）

 
 当第２四半期累計期間
(自　平成31年１月１日
　至　令和元年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税引前四半期純損失（△） △94,366

減価償却費 46,645

貸倒引当金の増減額（△は減少） 20,600

退職給付引当金の増減額（△は減少） △370

訴訟損失引当金の増減額（△は減少） 20,000

受取利息及び受取配当金 △308

支払利息 31,326

有形固定資産売却損益（△は益） △154

関係会社株式売却損益（△は益） △0

貸倒引当金戻入額 △50,244

売上債権の増減額（△は増加） △100,015

たな卸資産の増減額（△は増加） △8,889

仕入債務の増減額（△は減少） △18,362

その他 7,745

小計 △146,395

利息及び配当金の受取額 308

利息の支払額 △30,688

法人税等の支払額 △4,587

法人税等の還付額 53

営業活動によるキャッシュ・フロー △181,308

投資活動によるキャッシュ・フロー  

有形固定資産の取得による支出 △9,140

有形固定資産の売却による収入 154

無形固定資産の取得による支出 △480

投資有価証券の取得による支出 △697

関係会社投融資の売却による収入 373,832

貸付けによる支出 △100

貸付金の回収による収入 106

投資活動によるキャッシュ・フロー 363,674

財務活動によるキャッシュ・フロー  

短期借入金の返済による支出 △200,000

その他 △179

財務活動によるキャッシュ・フロー △200,179

現金及び現金同等物に係る換算差額 △0

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △17,813

現金及び現金同等物の期首残高 42,194

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 24,380
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【注記事項】

（継続企業の前提に関する事項）

　当社は、前事業年度までに５期連続で営業損失、経常損失、当期純損失を計上しております。

　前事業年度までに三重工場の閉鎖、人員の合理化、外注業務の内製化等によるコスト削減を推し進めるとともに、

新商品開発事業の売却による損失の最小化、三重工場及び桃生工場等の遊休資産売却による借入債務の圧縮を実行い

たしました。また、平成31年３月28日に連結子会社であった株式会社倉元マシナリーの全株式及び同社に対する債権

を売却し、借入金の圧縮と一定の資金を確保しております。しかし、当第２四半期累計期間においては、コスト削減

等の効果は現れてはいるものの、売上高が低調に推移したため、営業損失90百万円、経常損失124百万円、四半期純

損失97百万円を計上するに至っております。また、自己資本は153百万円の債務超過となり依然として厳しい状況で

推移しております。

　そのような状況を受け、当社は、令和元年６月末から令和元年８月末までの借入金の返済を猶予することについて

全取引金融機関から同意を得ておりますが、取引金融機関によって期限の利益の確保が短期にとどまっている状況が

継続しております。これらにより、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しております。

　そこで、当社は当該状況を解消し、早期の収益構造の改善を推進するため、以下の諸施策を実施しております。

①既存の基板事業については、顧客ニーズを深耕するための営業活動を強化するとともに、受注拡大に向けた試作

開発を行い、売上の増加に繋げてまいります。

②新たな収益源の確保を目的に既存事業の拡大を図りながら、既存技術・設備を活用した新規ビジネスを展開して

まいります。また、中期的には当社保有技術を応用拡張し、その有効利用に資源を集中させ、新たなビジネスに

挑んでまいります。さらに、長期的には他分野での事業展開を行う上でのパートナーとの協調も視野に入れる

等、より広い分野での検討を進めてまいります。

③徹底した製造工程分析を更に推し進め、変動費を一層削減してまいります。また、管理業務の効率化を図り固定

費削減・コスト管理の強化をしてまいります。さらに、事業規模に応じた経営の効率化を図るため組織体制及び

人員配置の見直しを機動的に実施してまいります。

④生産拠点での生産効率の向上やコスト削減を図るため、固定資産の有効活用に注力してまいります。設備投資に

ついては投資後も減価償却、保全、改良等が必要となるため、初期投資以外の設備維持のための財務的な負担も

考慮し、自社の設備保全に要するコストを削減しながら設備寿命を延ばし、結果として設備稼働の向上をさせる

方法を検討してまいります。

⑤事業規模に応じた効率的なコスト削減に取り組み、運転資金の安定的な確保・維持に向け、資金を最大限に活用

してまいります。取引金融機関からのご支援・ご協力により、現状においては厳しい事業環境を乗り越えるため

の資金繰りに支障はないと判断しております。なお、取引金融機関に対しては引き続きご支援をいただけるよう

協議を進めてまいります。

⑥資本・パートナー政策の検討を推し進め、経営再建を確たるものとしてまいります。

　しかし、これらの諸施策は実施途上であり、現時点で継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められます。

　なお、四半期財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような継続企業の前提に関する重要な不確実

性の影響を四半期財務諸表には反映しておりません。

 

EDINET提出書類

株式会社倉元製作所(E01205)

四半期報告書

13/17



（四半期貸借対照表関係）

　１．受取手形割引高

 
前事業年度

（平成30年12月31日）
当第２四半期会計期間
（令和元年６月30日）

受取手形割引高 198,806千円 －千円

 

※２．四半期会計期間末日満期手形

　四半期会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。なお、当

四半期会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期会計期間末日満期手形が四半期会計期間末日残

高に含まれております。

 
前事業年度

（平成30年12月31日）
当第２四半期会計期間
（令和元年６月30日）

受取手形 6,540千円 7,302千円

支払手形 8,898 5,504

 

※３．資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額

 
前事業年度

（平成30年12月31日）
当第２四半期会計期間
（令和元年６月30日）

投資その他の資産 132,085千円 21,833千円

 

（四半期損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費の主なもの

 
　当第２四半期累計期間
（自 平成31年１月１日
　　至 令和元年６月30日）

運搬費 15,898千円

貸倒引当金繰入額 20,600

給料 22,129

支払手数料及び業務委

託料
33,385

 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記のとおりで

あります。

 
当第２四半期累計期間
（自 平成31年１月１日
至 令和元年６月30日）

現金及び預金勘定 34,380千円

預入期間が３か月を超える定期預金 △10,000

現金及び現金同等物 24,380

 

（株主資本等関係）

当第２四半期累計期間（自　平成31年１月１日　至　令和元年６月30日）

１．配当金支払額
該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

当第２四半期累計期間（自　平成31年１月１日 至　令和元年６月30日）

　当社は、「基板事業」の単一の報告セグメントであるため、記載を省略しております。

（報告セグメントの変更等に関する事項）

　当社は、従来「ガラス基板事業」「産業用機械事業」の２事業を報告セグメントとしておりましたが、平成31年３月

28日付で「産業用機械事業」を営んでおりました連結子会社の株式会社倉元マシナリーの全株式を譲渡したことによ

り、「ガラス基板事業」の単一セグメントとなりました。よって、当社は第１四半期会計期間よりセグメント情報の記

載を省略しております。なお、従来「ガラス基板事業」としておりましたが、事業領域がガラス基板以外にも拡大して

いるため、「基板事業」に名称を変更しております。

 

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
当第２四半期累計期間
（自　平成31年１月１日
至　令和元年６月30日）

１株当たり四半期純損益金額（△は損失） △6円02銭

（算定上の基礎）  

四半期純損益金額（△は損失）（千円） △97,185

普通株主に帰属しない金額（千円） －

普通株式に係る四半期純損益金額（△は損失）

（千円）
△97,185

普通株式の期中平均株式数（株） 16,142,290

（注）　当第２四半期累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失であ

り、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

令和元年７月31日

株式会社倉元製作所

取締役会　御中

 

監査法人アヴァンティア

 

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 木村　直人　　印

 

 業務執行社員  公認会計士 藤田　憲三　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社倉元製
作所の平成31年１月１日から令和元年12月31日までの第45期事業年度の第２四半期会計期間（平成31年４月１日から令和
元年６月30日まで）及び第２四半期累計期間（平成31年１月１日から令和元年６月30日まで）に係る四半期財務諸表、す
なわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書、四半期キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを
行った。
 
四半期財務諸表に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を
作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に
表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
 
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結論
を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四
半期レビューを行った。
　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質
問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認
められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
 
監査人の結論
　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ
る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社倉元製作所の令和元年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終
了する第２四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて
の重要な点において認められなかった。
 
強調事項
　「継続企業の前提に関する事項」に記載されているとおり、会社は、前事業年度までに５期連続で当期純損失を計上
し、当第２四半期累計期間においても四半期純損失97百万円を計上したことにより、自己資本は153百万円の債務超過に
なるとともに、取引金融機関によって期限の利益の確保が短期にとどまっている状況にある。当該状況により、継続企業
の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しており、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認め
られる。なお、当該状況に対する対応策及び重要な不確実性が認められる理由については当該注記に記載されている。四
半期財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な不確実性の影響は四半期財務諸表に反映されて
いない。
　当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。
 
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
 

以　上
 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報
告書提出会社）が四半期財務諸表に添付する形で別途保管しております。

　　　　２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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